
 

 

熊本県地域公共交通計画の数値指標のモニタリング・評価について 

１ 概 要 

熊本県地域公共交通計画（令和 3年 3月策定、令和 4年 3月一部改訂）において、

計画の達成状況を評価するための数値指標を設定しており、令和 3年度の数値につい

て、モニタリング・評価を行う。 

２ 数値指標のモニタリング結果及び評価 

（１）目標①「持続可能な幹線公共交通ネットワークの構築」の達成を測る指標 

【モニタリング結果】 

※1 令和 2年 7月豪雨の影響で、肥薩おれんじ鉄道は令和 2年 10 月 31 日まで一部不通。令和 2

年 11月 1日運行再開。くま川鉄道は、令和 3年 11月 27 日まで不通。令和 3年 11月 28 日部

分運行再開。 

※2 南阿蘇鉄道は熊本地震以前の平成 27 年度、他社は令和元年度の輸送人員の合計。 

※3 新型コロナの減収に対する臨時的な支援金（コロナ臨時交付金等）を含む。 

【評価】 

    令和 2年度及び令和 3年度は新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出自粛及び

インバウンドの消失などにより、路線バス・鉄道ともに輸送人員が大幅に減少。ま

た、輸送人員の減少による収入の減少や燃料価格の高騰等により収支率も悪化し、

非常に厳しい状況となっている。 

    目標を達成するために、利用者のニーズに応じたサービスの維持・向上を図り、

公共交通の利用者の増加（回復）に向けた取組みを着実に進めていく必要がある。 

数値指標 
R 元年度 

（策定時） 

R2 年度 

（参考値） 
R3 年度 R4 年度 

目標値 

（R7年度） 

幹線公共交通利用者数の維持 

 指標Ⅰ：路線バスの年間輸送

人員 

26,737 

千人/年 

19,225 

千人/年 

20,211 

千人/年 
― 

26,737 

千人/年以上 

 
指標Ⅱ：鉄道の年間輸送人員 

3,611 

千人/年 

2,355※1 

千人/年 

2,619※1 

千人/年 
― 

3,813※2 

千人/年以上 

幹線公共交通の収益性の向上 

 
指標Ⅲ：路線バスの収支率 63.9％ 49.7％ 53.5％ ― 63.9％以上 

 指標Ⅳ：鉄道の収支率 71.2％ 57.8％ 57.9％ ― 71.2％以上 

利用者一人当たりの行政負担額の縮減 

 指標Ⅴ：路線バス利用者一人

当たりの行政負担額 
113 円 187 円※3 179 円※3 ― 113 円/人以下 

広域での地域公共交通計画数の増加 

 指標Ⅵ：複数市町村にまたが

る地域公共交通計画の数 

3 

（R2 年度末） 
3 3 3 7 以上 

資料２ 



 

 

（２）目標②「輸送資源の総動員によるコミュニティ交通の充実」の達成を測る指標 

【モニタリング結果】 

数値指標 
R 元年度 

（策定時） 

R2 年度 

（参考値） 
R3 年度 R4 年度 

目標値 

（R7年度） 

コミュニティ交通施策の新規導入・サービス見直しの推進 

 指標Ⅶ：コミュニティ交通

施策の新規導入・サービス

見直しを行った市町村数 

― ― 17 市町村 ― 45 市町村 

コミュニティ交通利用者数の増加 

 指標Ⅷ：コミュニティ交通

の年間利用者数 

694 

千人/年 

555 

千人/年 

564 

千人/年 
― 

694 

千人/年以上 

 

【評価】 

コミュニティ交通施策の新規導入・サービス見直しを行った市町村数について、17 市

町村にとどまっている。 

コミュニティ交通の年間利用者数は、令和 2年度及び令和 3年度は新型コロナウイルス

の感染拡大に伴う外出自粛等により輸送人員が大きく減少。 

県民の移動ニーズの把握による、路線・ダイヤ・サービスの見直しを積極的に行い、コ

ミュニティ交通の利用者増に取り組んでいく必要がある。 

（取組状況については、資料３のとおり） 

 

 

（３）目標①・②の達成を測る共通指標 

数値指標 
R 元年度 

（策定時） 

R2 年度 

（参考値） 
R3 年度 R4 年度 

目標値 

（R7年度） 

公共交通に対する県民満足度の向上 

 指標Ⅸ：県民アンケート

における公共交通に対す

る県民満足度 

― ― 23.1％ 23.4％ 25.0％以上 

 

【評価】 

令和 4年度は令和 3年度と比較し 0.3%の増加にとどまった。目標値の達成に向け、

事業者・市町村と連携のうえ、利用者ニーズの把握とサービスの向上を図る。 

各地域の住民ニーズへの対応に向けては、地域の実情に応じたコミュニティ交通の充

実や新たなモビリティ技術の活用が図られるよう市町村を支援する。 


